
　　　　　　　主　　　文

原告の請求を棄却する。
訴訟費用は原告の負担とする。
この判決に対する上告のための附加期間を三〇日とする。

　　　　　　　事実および理由

第一　当事者の求めた裁判
　原告訴訟代理人は「特許庁が昭和四三年四月二四日同庁昭和四〇年審判第五一三
七号事件についてした審決を取消す。訴訟費用は被告の負担とする。」との裁判を
求め、被告指定代理人は主文一、二項と同旨の判決を求めた。
第二　争いない事実
一　特許庁における手続の経緯
　原告は、昭和三七年三月二六日、西暦一九六一年（昭和三六年）三月二五日ドイ
ツ連邦共和国にした特許出願に基く優先権を主張して、名称を「酢酸ビニルの製
法」とする発明につき特許出願をしたが、昭和四〇年四月二〇日拒絶査定を受け
た。そこで原告は同年八月七日審判第五一三七号事件として審理されたが、同四三
年四月二四日「本件審判の請求は成り立たない。」旨の審決があり、その謄本は同
年六月一二日出訴期間として三か月を附加する旨の決定とともに原告に送達され
た。
二　本願発明の要旨
（一）　パラジウム塩の存在下で、〇度Ｃないし二五〇度Ｃの温度範囲においてエ
チレンと酢酸とを反応させて酢酸ビニルを製造するに際し、この反応を、分子状酸
素または酸素含有ガスと反応条件下その原子価を可逆的に変化する金属塩からなる
レドツクス糸の存在下に行うことを特徴とする、酢酸ビニルの製法
（二）　パラジウム塩の存在下で、〇度Ｃないし二五〇度Ｃの温度範囲においてエ
チレンと酢酸とを反応させて酢酸ビニルを製造するに際し、この反応を、分子状酸
素または酸素含有ガスと反応条件下その原子価を可逆的に変化する金属塩からなる
レドツクス系の存在下に行い、反応の間に生成した水を連続的に反応混合物から除
去することを特徴とする、酢酸ビニルの製法
三　審決理由の要点
　本願発明の要旨は前項のとおりである。ところで本願に添付されたドイツ連邦共
和国出願明細書には定量的に記載した実施例がなく、発明の要旨を具体的に開示す
るに足りる事項が示されていないので、化学方法の発明としてこの発明は未完成と
解するほかなく、完成された発明である本願明細書記載の発明とは同一性がない。
したがって優先権の主張はできない。
　一方本願の先願発明である特願昭和三六年第一八七六五号（同年五月二七日出願
特許出願公告昭和四〇年第一一三六七号、同四二年六月二一日登録特許第四九六二
一四号ー以上「先願発明」という。）の発明の要旨はつぎのとおりである。「塩化
パラジウム・塩化第二銅および（または）酢酸第二銅ならびに酢酸アルカリ塩の存
在下で、無水または少量の水を含む液状または蒸気状の酢酸とエチレンおよび酸素
とを、室温またはそれ以上の温度ならびに常圧またはそれ以上の圧力下に反応させ
ることを特徴とする、エチレンより酢酸ビニルを製造する方法。」
　そこで本願の第一番目の発明と先願発明とを対比してみると、両者はパラジウム
塩の存在下でエチレンと酢酸とを反応させて酢酸ビニルを製造する点でも、さらに
その反応を酸素の存在下で行う点でも一致する。また先願発明の塩化第二銅および
酢酸第二銅は本願第一発明のレドツクス系化合物に内包されるものであるし、温
度・圧力条件ならびに反応系における酢酸アルカリ塩の存在については表現上両者
に差異はあるにしても、具体的な実施態様からみればその間に差異はない。そうす
ると両者はその発明の構成上実質的に同一と認められ、発明の目的および効果にお
いても格別の差異はない。したがつて本願は特許法第三九条第一項により特許を受
けることができない。
四　先願発明との同一性
　先願発明の発明の要旨は、審決認定のとおりであり、本願各発明と実質的に同一
である。
五　ドイツ連邦共和国特許出願の明細書の記載
（一）　その記載には、具体的な反応成分の数値は示されていない。



（二）　その記載から、当業者であれば目的とする発明が含んでいる反応を例えば
別紙１、２のような化学方程式で表わすことができる。
（三）１　カルボン酸は溶剤としてでも使用されうることが述べられている。した
がつてこの成分は当然理論量よりも適宜に使用される。
２　「未反応のガスは……再び循環的に使用されうる」と記載され循環系の反応と
して実施されることが示され、周知のように循環系の反応では化学量論的反応を行
わなくてもよい。
六　理論的モル比と本願明細書記載のモル比
　別紙１の方程式の分子量を計算すると別紙３のとおりであり、本願明細書記載の
各実施例のモル比を計算すると別紙４のとおりである。
七　反応成分の過剰使用
　一般に化学方程式は反応の理論的な基本的量関係を表わしているにすぎず、実際
に反応を実施するに当つて、一方を過剰に使用することは化学技術者の常識であ
る。
八　エチレンの爆発限界
　下限が二・七五容量パーセント、上限が二八・六〇容量パーセントである。
九　発明の同一性について
　優先権主張の特許出願において、わが国における当該出願にかかる発明が完成さ
れた発明であり、優先権証明書添付の発明が未完成であれば、両者は発明として実
質的に同一性を有しない。
第三　争点
一　原告の主張（審決取消事由）
　本件審決には次のような判断の誤りがあり、違法であつて、取消されねばならな
い。
（一）　本件審法は、原告の本願優先権主張の基礎であるドイツ連邦共和国出願
（以下「第一出願」という。）についてその明細書には発明の要旨を具体的に開示
するに足りる事項が示されていないと判断しているが、これは優先権に関する工業
所有権保護同盟条約第四条の趣旨にもとり、優先権制度における第二出願国の審判
の範囲を超えた判断であつて違法である。同条約においては第一出願日の優先とい
う点で同盟国間の障壁を取除いているが、他方権利附与の要件については各同盟国
法制の独自性を尊重している。そして特許附与のための要件が同盟各国によつて異
なる以上、第一出願国の法制において要求される明細書の記載が必ずしも第二出願
国の法制上要求される特許附与要件をみたすことは限らないから、第一出願国にお
ける明細書の記載が要件をみたしているかどうかなどその内容については第二出願
国の法令による判断になじまないものである。したがつて本件審判において、優先
権に関しては、本願明細書（以下「第二出願」という。）の発明の要旨と第一出願
に記載された発明の要旨とが実質的に同一であるか否かを判断できるにすぎない。
　しかるに審決は第一出願についてその内容に立入り、発明の要旨を具体的に開示
する事項が示されていないとし、ひいては化学方法の発明として未完成と解すると
して、第二出願国であるわが国の特許法第三六条第四項を適用して実体的判断に及
んでいる。これは許された審判の範囲を逸脱したもので違法である。
（二）　第一出願の記載は、当業者にとつて容易に化学方程式として読みとれ、そ
こに示された反応条件により成分の適量を決定して追試をたやすく行うことができ
発明の実施が可能なものであるから、発明の要旨を具体的に開示する事項が示され
ているといえる。しかるに審決はこの事実をみすごし、法条の根拠なく、完成され
た発明である第一出願を発明未完成と認定しているが、これは事実認定を誤つた違
法なものである。
　第一出願の化学反応は別紙１のように三つの部分反応を含み最後の化学方程式に
集約することができ、これらの方程式は第一出願の明細書の記載から当業者であれ
ば容易に読みとれるところである。そして第二出願に記載された各実施例のモル比
を計算すると別表４のとおりであり、前記化学方程式に当てはめてみると、方程式
で表わされたモル数と必ずしも一致しないが、その相違は反応の実施に当り適宜修
正変更できる範囲内であり、当業者であれば前記化学方程式から容易に実施例記載
のように実施することができる。これを詳言すれば、
１　一般に化学方程式は反応の理論的な基本的量関係を表わしているに過ぎず、実
際に反応を実施するに当つては、一方を過剰に使用することは化学技術者の常識で
ある。
２　第一出願にカルボン酸は溶剤としても使用されうることが述べられているの



で、この成分は当然理論量よりも過剰に使用される。
３　第一出願に「未反応のガスは……再び循環的に使用されうる。」と記載され循
環系の反応として実施されることが示され、周知のように循環系の反応では化学量
論的反応を行わなくともよい。
４　一般に反応に気体の混合物を使用する場合、爆発の危険を防ぐため、なるべく
爆発範囲を避けるようにしなければならない。エチレンの爆発限界は下限が二・七
五容量パーセント、上限が二八・六〇容量パーセントであるところ、本願発明の実
施例ではほぼこの範囲を避けるようにエチレンと酸素の割合が選択されている。
　以上のような根拠から、第一出願の発明は、実施例の記載がなくともその明細書
の記載から容易に実施できる程度のものであるので、第一出願には発明の技術内容
が具体的に開示されているものというべく、その発明は未完成発明ではない。ちな
みに第一出願がドイツ連邦共和国で特許権を附与され、同じ出願を基礎に優先権を
主張したイギリス国出願に権利が附与されたこともこれを裏付けるものである。
　したがつて第一出願を未完成発明として優先権を否定したのは誤りである。
二　被告の答弁
（一）　第一出願において発明が完成しているかそれとも未完成であるかは、優先
権の成否の前提となる不可欠の事実認定である。発明がその出願時において完成さ
れていたかどうかの認定は、特に先願主義の法制下では、出願当初の明細書の記載
に基いて行わねばならず、第一出願についてこれを検討するのは当然である。
（二）　第一出願の明細書の記載から別紙１のような本願発明の化学方程式が読み
とれるからといつて、さらにこれに加えて原告の指摘する第一出願の明細書の記載
があるからといつて、容易に本願発明のように追試が行われるものではない。第二
出願記載の各実施例における反応体、触媒等の量的割合について原告が説明すると
ころから明かなとおり、第一出願から読みとれる化学方程式によつて示される反応
体、触媒等の量的割合と実際に採用されるそれらの割合との間には大きな距たりが
あるばかりでなく、またそれらは反応温度、圧力その他の諸条件によつて変るもの
なのである。
　そもそも化学の分野では、化学方程式で想定された方法が現実性を有するかどう
かは一般的に予知することはできず、実験によつてこれを確認しない限り、いまだ
着想の域を出ず完成された発明とは言えない。したがつて、たとえば公知化合物か
ら公知の単純な反応でそれと類似の化合物を製造する方法の発明のように、発明の
進歩性が専ら目的化合物の有する作用効果によつて判断される化学的類似方法のよ
うな場合は例外として、その方法の合理性と現実性が理論的に推認できない化学方
法の発明について、それが出願時に完成していたと認定されるためには、出願当初
の明細書中にその合理性、現実性を立証する唯一の証拠というべき少くとも一の実
施例が記載されていることが不可欠である。しかるに、その合理性、現実性が推認
できるような理論的根拠も何ら示されていない第一出願には、実施例の記載を欠い
ているし、また、その方法を実施し、結果を確認したものと認定するに足りる具体
的開示もみられない。したがつて当該出願時において発明が完成していたものとす
ることはできない。
第四　証拠（省略）
第五　裁判所の判断
一　第一出願の内容に対する審理の当否について
　我が国に出願された第二出願について第一出願による優先権を主張することがで
きるためには、第二出願の発明と実質的に同一と認められる発明が第一出願に記載
されていることが必要であることはいうまでもない。
　したがつて、この点を明らかにするためには第一出願が果して発明として完成し
ているかどうかまで審査することは許されて然るべきであり、そのための審査が我
が国の特許法によつて行われることは当然である。もとより、第一出願について登
録が許されるかどうかは本国法によつて判断されるけれども、それとこれとは混同
すべきではないのである。
　審決が第一出願について発明の要旨が具体的に開示されているかどうかを我が国
の特許法に基づいて判断していることは、もともと優先権の前提となる事実認定に
属する事柄であつて、前述のとおり我が国の特許法によるべきであり、審判の範囲
を逸脱したものとはいえず、この点に関して審決に何ら違法のかどはない。
二　第一出願の発明の完成・未完成について
　第一出願の特許請求の範囲の記載に第二出願に本願特許請求の範囲として記載さ
れた発明の構成要件が含まれているが、具体的な反応成分の数値がその明細書に示



されていないこと、すなわち実施例の記載がないことは、当事者間に争いがない。
　ところで、第一出願の明細書の記載から、当業者であれば目的とする発明が含ん
でいる反応を別紙１、２のような化学方程式で表わすことができることは当事者間
に争いがない。
　原告はこれを根拠として第一出願の発明が未完成であるとするのは誤りであると
主張する。しかしながら、化学方程式は現実に起り得る化学反応を記号を用いて書
きあらわしたもので、反応成分にどのような原子の組みかえ、すなわち原子の配列
の変更がおこり、どのような分子が形成されるかを示すものである。分子は、原子
がそれぞれの原子価によつて結合しているものであり、原子の価数は定まつている
から、従来知られている反応を考慮すれば、化学反応を種々想定して、原料から所
望の化合物を得るような過程を反応方程式ないし化学方程式として書くことは比較
的容易である。しかし、このように想定しても、化学反応は現実に起るとは限らな
い。けだし、原料成分を混合することは人為的にできるが、その後の化学反応は自
然法則によつて進行するから、原子の組みかえを人為的に行わせることはできない
からである。
　このように反応の化学方程式が示されても、果してそのとおり反応が進行するか
どうかは、一般的には実際に実験して確認してみなければわからないのであつて、
化学が実験の科学といわれる所以もそこにある。したがつて化学反応の発明が完成
したとするためには、たとえば公知化合物から公知の単純な反応でそれと類似の化
合物を製造する方法のような予測可能な場合を除いて、一般的にはその化学反応の
実在を裏付け、作用効果を確認しなければならないと考える。化学反応の実在を裏
付け、その作用効果を確認するためには、実際にその反応を行なつてみなければな
らず、発明を記述する明細書には、かような実験が行われたことを証する資料が記
載されなければならない。実施例はそのための最も適切な資料であり、必ずしもそ
れに限定されるわけではないが、少くともこれに代り得るものがあることが必要で
ある。本件についてみると、成立に争いのない甲第三号証の一、二によれば、第一
出願の明細書には、実施例はもとより、実施例に代り得るもの、すなわち反応の実
在を裏付け、作用効果を確認したと認められる記載を見出すことができない。
　原告は第一出願の明細書の記載から読みとれる前記化学方程式によつて示される
反応体のモル比と第二出願各実施例のモル比とをくらべると大きな差異はないか
ら、当業者であれば前記化学方程式から第二出願実施例のように実施することは容
易であると主張する。
　第二出願各実施例のモル比が別表４のとおりであることは当事者間に争いがな
く、これらの実施例のモル比と第一出願の記載からも読みとれる本願発明の目的と
する別表１の化学方程式によつて示される反応体のモル比との間には大きな距りが
認められる。
　原告はこの距りを埋めて、この化学方程式から容易に実施できる根拠として、
（一）、成分の一方を過剰に使用することが化学常識である、（二）、溶剤として
使用される場合は当然理論量より過剰に使用される、（三）、循環系の反応では化
学量論的反応を行わなくてもよい、（四）、気体の混合物を使用する場合なるべく
爆発範囲を避けるようにしなければならない、などの点を挙げる。しかしながら
（一）、（二）、（三）の諸点は、いずれも当業者の一般的な常識であることは当
事者間に争いがないが、極めて漠然とした条件であるから、このことによつて実施
上の原料仕込の特定数値が教示されていることにはならない。また（四）の爆発範
囲を避ける点については、なるべくならば避けた方がよいと考えられるが、当事者
間に争いのない爆発範囲二・七五容量パーセントから二八・六〇容量パーセントの
外であればよいことになるから、教示される範囲は極めて広範であつて、実施上の
特定の数値を教示しているものとはいい難い。
　以上の検討からすると、第一出願の目する発明は、別紙１、２の化学方程式が書
ける内容がふくまれ、原告のあげる諸点があつたとしても、その記載だけでは直ち
に追試することができず、これを実施例など実験で、もしくは理論的に解明した記
載・資料がない以上、着想の段階にとどまつているとするか、少くとも開示不十分
というほかはない。
　発明について我が国の特許法はとりたてて完成・未完成の文言を使用していない
けれども、産業上利用できる発明に対し独占的な権利を附与する法の性質上、特許
附与の要件として発明が技術的見地からみて実施可能なこと、つまりは完成されて
いることを前提とすることはいうまでもない。ところで、優先権の基礎となる第一
出願に対するわが国における審査としては、補正等の手段が許されようもないの



で、本件のように実施上の具体的な裏付けを欠き、少くとも発明の開示が不十分で
あるか、それとも着想の段階にとどまつているか明かでない場合には、一括して未
完成発明として取扱うことはあえて不当とはいえないと考える。
　したがつて第一出願の記載から発明が未完成であると認定した審決には何ら誤り
はない。そうしてわが国における当該出願にかかる発明が完成された発明であり、
優先権証明書添付の発明が未完成発明であれば両者は発明として同一性を有しない
ことは当事者間に争いがないから、審決が第一出願によつて完成された発明である
第二出願に対して優先権の主張を認めなかつた判断に違法のかどはない。
三　結論
　そうすると、本件審決には原告の主張するような判断の誤りはないから、原告の
本訴請求は失当で、棄却せざるを得ない。よつて、訴訟費用の負担につき行政事件
訴訟法第七条民事訴訟法第八九条、上告のための附加期間の定めについて民事訴訟
法第一五八条第二項を適用して、主文のとおり判決する。
（裁判官　古関敏正　舟本信光　小酒禮）
＜１１９８８－００２＞
＜１１９８８－００３＞
＜１１９８８－００１＞


